
 
  

 
 

 

中央公民館は、建設から45年以上が経過し、施設・設備の機能低下

により、十分な利用環境で公民館活動が行えない状況になっています。 

また、昭和 56 年以前（旧耐震基準）に建

築され、耐震基準を満たしていません。 

さらに、エレベーターが無く、バリアフリ

ーの基準を満たしていないなど、数多くの

課題を抱えています。 
 

構造・階数 延床面積 開設年月日 経過年数 

鉄筋コンクリート造 
地上３階、塔屋１階 

1,971.55 ㎡ S50.9.30 46 年 

 

 

市内では、「空知中央バス」「北海道中央バス」「ジェイ・アール北海

道バス」「道北バス」「沿岸バス」の路線バス等が運行しています。 

バスターミナルは、バス事業者が運営していた施設が平成１９年度

に廃止され、以降は新たなバスターミナルは整備されていません。 

バスターミナル廃止後、バス事業者により

市立病院前にバス待合所が設置され、路線バ

スの多くが市立病院前発着となりましたが、

JR からの乗り継ぎやバスターミナルの整備

等を望む意見もあり、長年の懸案事項となっ

ています。 

 
 
 

 

 
 
 

教育委員会では、中央公民館のこれからのあり方について、平成

27 年度に深川市社会教育委員会議へ諮問し、平成 29 年度に同会議

から答申として「新しい深川市中央公民館のあり方についての意見書」

を提出いただいています。 

意見書では、「中央公民館は老朽化が著しく性能や機能の低下も見

られ、抜本的な対応が必要な時期である」と記載され、公民館に求め

られる施設の機能や、望まれる施設の環境等がまとめられています。 
 

 

 

教育委員会では、平成 31 年 1 月に中央公民館利用サークルとの

意見交換会を開催し、施設の規模や機能、駐車場の確保、エレベータ

ーの設置など、施設整備に向けた意見をいただいています。 
 

 

 

立地適正化計画や第六次総合計画、地域公共交通網形成計画等の 

各種計画策定の際に、将来のまちづくりや公共交通等に関してアンケ

ートやヒアリング調査を行い、ＪＲからバスへの乗り継ぎやバスター

ミナルの設置について、多くの意見をいただいています。 

 

※上記以外では、市議会や公共交通に関する会議でも議論いただいて

いるほか、各種団体等から要望もいただいています。 
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２．主な検討経過等 

複合施設整備に係る現状・課題・検討経過等について 

 

バスターミナル 

１．現状及び課題 

社会教育委員会議への諮問・答申 

中央公民館利用サークルとの意見交換会 

各種アンケート調査等 

中央公民館 

市立病院前バス待合所 



 
 

市の各種計画に、当該施設の整備等について位置付けていますの

で、その内容を下記のとおり抜粋して掲載します。 

 

・地域交流センターや公共交通拠点施設などを含めた複合施設の整

備を視野に検討を進めます。 

・中央公民館の建て替えに向けた検討・整備を進めます。など 

 

・道路とＪＲ等の公共交通機関との交通結節点の機能強化を図り、乗換え

の利便性向上や歩行者動線に配慮した施設の配置を検討します。 

・公共施設の集約に合わせた市民交流機能を整備します。 など 

 

・中心市街地地区については、公共施設の集約により更なる利便性

の向上や、まちなかの拠点となるよう、生涯学習機能を備えた地

域交流センターやバスターミナル等交通結節点を含めた複合施設

整備の検討を進め、あわせて用途地域の変更を検討します。 

 

・広域公共交通や市内公共交通の交通結節機能の強化に向け、運用コ

スト等を踏まえ他の機能を有する施設との複合化を合わせて検討

するなどして、公共交通拠点施設を整備します。 

・建築から 45 年以上が経過している中央公民館は、現在の利用形態

や市民ニーズを踏まえ、他の施設との複合化・集約化も含めて検討

し、新たな生涯学習の拠点施設としての更新を図る必要があります。 
 

※上記のほか、「深川市地域公共交通網形成計画」「深川市バリアフリー
基本構想」「深川市耐震改修促進計画」等にも位置付けています。 

 

 

国では、立地適正化計画に基づき、市町村等が行う一定期間内（概

ね 5 年）の都市機能や居住環境の向上に資する公共公益施設の整備等

に対して、集中的な支援を行うため「都市構造再編集中支援事業（個

別支援制度）」を、令和２年度に創設しました。 

本事業が創設され、立地適正化計画を策定したことで、より有利な

補助事業の活用が見込めることになりました。 

なお、今回本市が整備を検討している施設は、本補助事業の「高次

都市施設」に該当しますが、高次都市施設で市町村が実施する場合は

「合築」が要件となります。 

＜都市構造再編集中支援事業（個別支援制度）＞ 

（１）事業主体：市町村等 

（２）国費率 ：１/２（都市機能誘導区域内） 

（３）市町村が実施する事業の対象施設（一部抜粋） 

  道路、公園、河川、下水道、地域生活基盤施設（緑地・広場・駐車場

等）、高次都市施設（地域交流センター、複合交通センター等）、誘導

施設（医療施設、社会福祉施設、教育文化施設等）など 

 

 

以上の状況や市議会等での議論を受け、市では、中央公民館とバス

ターミナルの整備に関して、庁内の関係部局で検討を重ねたほか、補助

事業の適用に関して北海道と協議を行いました。 

その結果、まちなかの活性化や市民生活の向上等を図るためには、

これらの施設は必要不可欠であり、有利な補助事業の活用も確認でき

たことなどから、中央公民館とバスターミナルの機能を併せ持つ「複

合施設」として整備することを視野に検討を行うことにしました。 

なお、施設の建設場所は、交通結節点としての機能を強化することが可

能な、ＪＲ深川駅周辺を中心に検討していきます。 

今後は、市民や市議会をはじめ関係機関・団体などから幅広くご意見

を伺い、本年度中に複合施設整備に関する基本計画を策定いたします。 
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第六次深川市総合計画 

３．関連する計画 

深川市都市計画マスタープラン 

深川市立地適正化計画 

深川市過疎地域持続的発展市町村計画 

４．施設整備に関する財政措置 

５．複合施設整備の検討 


